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第１章 普通会計の概況 

平成 26 年度の本市の普通会計決算は、歳入については、市税、地方消費税交

付金などが増収した一方、国庫支出金などが減少しました。歳出は、国直轄事

業負担金の減などにより普通建設事業費が減少した一方、扶助費などが増加し

ており、財政規模は前年度を上回りました。 

平成 26 年度の歳入決算額は約 2,607 億円、歳出決算額は約 2,527 億円で、前

年度に比べ歳入では約 58 億円(+2.3%)、歳出では約 63 億円(+2.5%)の増額とな

り、歳入、歳出ともに前年度を上回りました。また、財政収支の状況は、「実質

収支」が約 68 億円の黒字で、実質収支比率が 4.9％でした。 

グラフ２ 普通会計財政規模（歳出決算額）の推移 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度の本市の財政規模（歳入決算額）を他の政令指定都市と比較する

と、20 都市中で 20 位と最も小さく、市民一人当たりの財政規模も、約 36 万円

と 20 都市中 19 位で小さい方から 2 番目となっています。このように、本市は

人口でも財政規模でも他の都市に及びませんが、「小粒でも堅実、健全な財政運

営」を実現しているといえます。 

グラフ３ 普通会計財政規模（歳入決算額）比較 
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第２章 財務指標からみた相模原市 

本市の財政力指数「0.94」という値は、20 政令指定都市の中でも川崎市、名

古屋市、さいたま市、横浜市、千葉市に次いで 6位となっています。 

グラフ７ 平成 26 年度政令指定都市財政力指数一覧 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全化判断比率における、本市の実質公債費比率は 3.4％、将来負担比率は

40.2％で、他の政令指定都市に比べ実質公債費比率は最も低く、将来負担比率

は 4 番目に低い数値となっており、標準的な一般財源の規模に対する債務の割

合が少ないといえます。 

グラフ 15 実質公債費比率と将来負担比率との比較 
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第３章 歳入 

平成 26 年度の歳入決算額は約 2,607 億円で、国庫支出金などが減額となりま

したが、市税、地方消費税交付金及び県支出金などの増額により、前年度に比

べ、約 58 億円（＋2.3％）の増額となりました。 

歳入の中で最も大きな割合を占めているのは市税（構成比 42.9％）です。市

税収入は、市が自主的に収入できる自主財源であり、市の裁量で使い道を決め

ることができる一般財源として、市の財政運営の自由度や自立度を図る上でも

重要な収入科目です。 

また、歳入構成比を他の政令指定都市の平均と比較すると、本市は市税の占

める割合（42.9％）が高く、市税の中では景気の影響を受けやすい法人市民税

の割合（6.9％）が低いことから、比較的変動の少ない歳入構造となっています。 

 

グラフ 17 歳入構成比の比較（平成 26 年度普通会計決算） 

 
グラフ 20 平成 26 年度市税内訳の比較 
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 地方交付税は、地方公共団体の財源不足の状況に応じて交付されますが、国

の財源不足により、地方交付税の総額を確保できないため、本来普通交付税と

して交付されるべき額の一部を臨時財政対策債として地方が借入金で賄ってお

り、地方にとっては市債残高が増加するばかりです。 

しかしながら本市では、独自の発行抑制目標を定め、健全財政の維持に努め

ています。 

 

グラフ 22 普通交付税額と臨時財政対策債発行可能額の推移 

 

グラフ 27 市債発行額の推移 
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第４章 歳出 

過去 10 年間の目的別歳出でみると、待機児童解消に向けた取組や厳しい経済

情勢の影響で生活保護費などの福祉施策に取り組んだ結果、民生費の割合が大

幅に増加した一方で、道路整備や市街地再開発などの土木費や市債の返済等に

要する経費である公債費の割合が減少しています。 

性質別歳出でみると、扶助費の割合が年々増加している一方で、人件費、公

債費の割合が減少しています。 

生活保護費などの扶助費が大幅に伸びている一方で、市税収入は横ばいで推

移しているため、職員の人件費や市債の発行額を制限することによる公債費の

抑制を図り、歳出の削減に努めることにより、メリハリのある財政運営を行っ

ています。 

 

グラフ 32 目的別歳出構成の推移（抜粋） 

 

グラフ 44 性質別歳出構成の推移（抜粋） 
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 性質別歳出の状況を他の政令指定都市と比較すると、本市は人件費、扶助費、

物件費、普通建設事業費の歳出に占める割合が高く、一方で公債費、補助費等

の割合が低くなっています。人件費と物件費は、一般行政の運営経費や維持管

理経費で、いわゆるランニングコストです。規模が大きい団体の方がランニン

グコストの割合が少なくなるのが一般的で、本市は、人口規模も小さく財政規

模も他の政令指定都市に及ばないため、この 2 つの経費割合が大きくなってい

ます。公債費は、市債の発行を抑制してきた効果などにより低い割合に留まっ

ており、健全な財政運営をしている結果だといえます。 

 しかしながら、人件費・扶助費・公債費を合わせた義務的経費の増大が財政

の硬直化を進めている大きな要因となっており、本市の課題であるといえます。 

 

グラフ 45 性質別歳出構成の比較 

 
グラフ 56 義務的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフ中の合算額は端数が一致しない場合があります。 
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第５章 資産と負債の状況 

資産の状況は、市の貯金である基金残高の総額が約 264 億円となっており、

市民一人当たりとしては約 4万円です。平成 20 年度に約 294 億円となりました

が、21 年度以降は経済不況の影響により市税などの収入が減少し、財政調整基

金の取り崩しを行ったため、基金残高が減少しています。平成 23 年度には財政

調整基金取崩し額の減少に伴い、再び増加しています。 

 

グラフ 59 基金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負債の状況としては、市債残高は平成 17、18 年度に合併の影響で増加してい

ます。その後は市債の発行抑制の効果もあり減少に転じますが、21 年度以降は、

経済対策事業の実施に伴う補正予算債の追加発行や臨時財政対策債の発行など

により再び増加しています。 

グラフ 60 市債残高の推移 
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本市では、総務省方式改訂モデル財務諸表を作成しています。 

このうち、貸借対照表は本市の資産と負債の状況を示していますが、資産合

計が負債合計を大きく上回っており、純資産比率は政令指定都市の平均に比べ

ほぼ同様の水準にあることがわかります。 

 

表 66 普通会計の貸借対照表（平成 27 年 3 月 31 日現在）（抜粋） （単位：億円） 

借 方 貸 方 

〔資産の部〕 

１．公共資産 

（うち有形固定資産） 

２．投資等 

３．流動資産 

8,172 

(8,172)

168 

256 

〔負債の部〕 

１．固定負債 

２．流動負債 

 

3,035 

310 

負債合計 3,345 

〔純資産の部〕 

純資産 

 

5,251 

資産合計 8,596 負債・純資産合計 8,596 

 

表 76 純資産比率の状況 

 相模原市 政令指定都市平均

（平成 26 年度末）平成 26 年度末 平成 25 年度末 

純資産比率 61.1％ 61.8％ 63.0％ 

 

市民一人当たりの貸借対照表では、政令指定都市の平均と比べ、本市の資産

合計、負債合計、純資産合計のいずれの項目も概ね半分程度となっており、本

市が資産形成も負債も少ないことがわかります。 
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表 80 市民一人当たりの貸借対照表                      （単位：千円） 

借 方 
相模原市 

政令指定
都市平均 貸 方 

相模原市 
政令指定
都市平均

（H26） （H26） （H26） （H26）

〔資産の部〕 

公共資産 

投資等 

流動資産 

 

1,143 

23 

36 

1,687

199

110

〔負債の部〕 

固定負債 

流動負債 

 

425 

43 

663

71

負債合計 468 734

〔純資産の部〕 

純資産合計 

 

734 1,262

資産合計 1,202 1,996 負債・純資産合計 1,202 1,996

 

表 75 社会資本の将来世代負担率の状況 

 相模原市 政令指定都市平均

（平成 26 年度末）平成 26 年度末 平成 25 年度末 

社会資本の 

将来世代負担率 
36.4％ 35.3％ 39.0％ 

 

表 69 平成 26 年度普通会計行政コスト計算書（抜粋）         （単位：千円） 

 金額 

〔経常行政コスト〕 210,352,758

 人にかかるコスト 40,063,312

 物にかかるコスト 57,818,802

 移転支出的なコスト 111,941,817

 その他のコスト 528,827

〔経常収益〕 7,365,265

（差引）純経常行政コスト 202,987,493

 

行政コスト計算書は、各種の行政サービスの提供など資産形成以外の行政活

動に要したコストを、減価償却費など非現金経費も含めて表しています。 

市民一人当たりの純経常行政コストでは、政令指定都市の平均に比べ本市の

コストは小さく抑えられていることがわかります。 

 

表 79 市民一人当たりの純経常行政コストの状況 （単位：千円） 

 相模原市 政令指定都市平均

（平成 26 年度末）平成 26 年度末 平成 25 年度末 

市民一人当たりの

純経常行政コスト 
284 277 339 
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